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１．第68回懇談会でいただいた主なご意見について
（１）主なご意見に対する現状

意見概要 現 状

行政機能/警察・消防等/防災教育等

１．経済活動を機能不全に陥らせな
いために、大規模地震の後に次
の地震が発生することを想定した
議論がなされていない。そろそろ、
日本社会が苦しくならないように
するためにも検討が必要。

大規模地震の後に次の地震が発生する時間差発生等の防災対応については、平成30
年において中央防災会議の下に設置された「南海トラフ沿いの異常な現象への防災対応
検討ワーキンググループ」で議論されたところ。

このとりまとめ結果を地方公共団体や企業が防災対策に生かすため、各機関が具体の
防災計画を策定する際に参考にできるようガイドラインを公表するとともに、南海トラフ地
震防災対策推進基本計画において、時間差発生等の対応として、南海トラフ地震臨時情
報を発表し、それに即した防災対応をするよう定めており、各機関にその対応を取るよう
推進しているところ。

今後、基本計画の見直しに向けて、課題等を整理し、時間差発生等の対策について、検
討してまいりたい。【内閣府】
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○基本計画の見直しにあたり、前回の第68回懇談会(R4.10.31)でいただいた主なご意見について、各府省庁の現状
を次のとおり施策分野ごとに整理。
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（１）主なご意見に対する現状

3（出典）内閣府提供資料

「南海トラフ地震の多様な発生形態に備えた防災対応検討ガイドライン（第1版）」の概要
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１．第68回懇談会でいただいた主なご意見について
（１）主なご意見に対する現状

意見概要 現 状

行政機能/警察・消防等/防災教育等／リスクコミュニケーション

２．デジタル等新技術の活用による
国土強靱化について、情報弱者
に陥りやすい高齢者・障害者など
の情報提供の観点も含めるべき。

災害発生時、又は災害が発生するおそれがある場合に障害者に対して適切に情報を伝
達できるよう、民間事業者、消防機関等の協力を得つつ、障害特性に配慮した情報伝達
の体制の整備を関係省庁と連携し促進することとしているところ。【内閣府・総務省】

３．民間企業だけでなく、ＮＰＯ等の
市民セクターの参画が重要。「ぼ
うさいこくたい」のような市民が参
加する機会を増やすとともに、行
政と市民とがコミュニケーションを
とることができる仕組みを作るべ
き。

「ぼうさいこくたい」の他、「津波防災の日スペシャルイベント」の開催や、全国各地におけ
る活動の参考となる防災情報のホームページによる発信、地区防災計画の策定促進など
に取り組んでいるところ。引き続き、御指摘の内容を踏まえながら、あらゆる機会をとらえ
て、防災の取組への市民参加について促してまいりたい。【内閣府】
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１．第68回懇談会でいただいた主なご意見について
（１）主なご意見に対する現状

意見概要 現 状

行政機能/警察・消防等/防災教育等／リスクコミュニケーション

４．国土強靱化について、従来の
ハード対策のイメージを払拭し、
地域の防災力強化の担い手育成
など幅広い取り組みを展開してい
く視点も重要。

災害のリスクを認識し、備えの必要性を実感させるようなパンフレット・啓発動画の作成、
防災情報のホームページによる発信、防災訓練の実施、地域での防災行動を促す「地区
防災計画」の策定促進など、住民自らが災害を我が事と捉え、災害時に適切な行動を取
れるよう、防災意識の向上に向けた取組を推進している。

また、「避難生活支援・防災人材育成エコシステム」の構築により、地域のボランティア人
材の育成・スキルアップを図り、発災時には速やかに被災者支援に取り組めるようにする
など、地域防災力の向上を図っているところ。【内閣府】

自主防災組織のリーダー育成に係る教材の有効的な活用に係る研修会を、都道府県又
は市町村の自主防災組織等の担当者向けに、令和２年度から実施している。また、当該
研修会を受講した地方公共団体の担当者や自主防災組織のリーダー等が実施する「リー
ダー育成研修会」の成果について、広く全国に周知していくとしているところ。【消防庁】

５．平時から取り組まなければなら
ないことと、災害対策を結びつけ
る取組が必要。まちづくり全般を
担いながら防災を担えるようなと
ころへ支援すべき。

地域住民の防災意識の向上等を目的として、東日本大震災の被災地で活躍した市町村
職員、消防団員、女性防火クラブ員、自主防災組織の構成員等の方々を語り部として、希
望する全国の市町村に派遣し、講演等を行う「災害伝承10年プロジェクト」を平成25年度か
ら実施しているところ。【消防庁】
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１．第68回懇談会でいただいた主なご意見について
（１）主なご意見に対する現状

意見概要 現 状

行政機能/警察・消防等/防災教育等／産業構造／官民連携／リスクコミュニケーション

６．担い手不足を解消するためには
地域密着な公益的企業を地域の
防災力強化の担い手として位置
付けていくべき。

企業の事業継続戦略・対策の検討の際には、「地元地域社会を大切にする意識を持ち、
地域との共生に配慮することが重要である」こと、及び、「企業・組織は、地域を構成する一
員として、地域への積極的な貢献が望まれる。地元の地方公共団体との協定をはじめ、平
常時から地域の様々な主体との密な連携が推奨される」ことを「事業継続ガイドライン」に
記載している。

企業を含めた地域防災力の向上に関しては、住民や事業者が普段から地域のリスクを
把握し、避難計画を立てるなど、地域でのまとまった防災行動を促す「地区防災計画」の策
定を推進しているところ。【内閣府】

消防団又は自主防災組織が地域の防災組織等と連携して行う事業に対する支援を令和
２年度から実施しているところ。【消防庁】
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１．第68回懇談会でいただいた主なご意見について
（１）主なご意見に対する現状

意見概要 現 状

住宅・都市

７．緊急輸送道路沿いの建物の耐震
化状況が公表されているが、耐
震化が進んでいない自治体もあ
り危機的状況。民間主体で動か
ざるをえないことだが、耐震化を
進めないといけない。基準が変更
したことによる安全性を調査する
ため、耐震診断だけでも国が面倒
を見てもよいのではないか。

令和３年12月に耐震改修促進法に基づく基本方針を改定し、R7年までに耐震性の不十

分な耐震診断義務付け対象建築物をおおむね解消する目標を設定し、その達成に向けた
所有者への指導・助言の強化等を位置づけたところであり、これを踏まえた耐震改修促進
計画の改定を地方公共団体に促している。

緊急輸送道路等沿道建築物の耐震化については、都道府県又は市町村が対象道路及
び耐震診断の報告期限を各地方公共団体の耐震改修促進計画にそれぞれ定めて進めて
いるものであるが、これらの建築物の耐震診断に対しては国及び地方を合わせて最大5/6
の補助率で重点的な支援を行うとともに、耐震改修についても重点的な支援や税制特例
の延長要求を行っているところである。

これらの施策により、引き続き耐震診断義務付け対象建築物の耐震化に取り組んでいく
ところ。

なお、緊急輸送道路等沿道建築物の全国の耐震化率は４割程度であるが、これは緊急
輸送道路沿いの全ての建築物ではなく、「一定の高さ以上の旧耐震基準の建築物」に限っ
た耐震化の状況である。【国土交通省】
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１．第68回懇談会でいただいた主なご意見について
（１）主なご意見に対する現状

意見概要 現 状

住宅・都市／土地利用（国土利用）

８．国民一人一人が取組まないとい
けないことについては、議論がさ
れているのか。民間の耐震化や
土地利用の問題など、国民一人
一人の意識のスイッチが入らなけ
ればいけない。

民間の耐震化については、令和３年12月に耐震改修促進法に基づく基本方針を改定し、

新たな目標を設定するとともに、所有者への指導・助言の取組の強化等を位置づけ、これ
を踏まえた耐震改修促進計画の改定を地方公共団体に促している。

現在、各地方公共団体において、引き続き耐震化の機運醸成・普及啓発活動に取り組
んでいるところであり、国としてもそれらの取組に対する助成を行うとともに、関連団体と連
携して普及啓発資料の作成・配布や建築物防災週間における取組等による機運醸成を
行っているところ。【国土交通省】

土地利用の問題については、令和２年に土地基本法の改正を行い、法目的に「災害予
防、災害応急対策、災害復旧及び災害からの復興に資する適正な土地の利用及び管理」
に関する施策を総合的に推進することを明記した上で、土地所有者等はその土地の所在
する地域の自然的、社会的、経済的及び文化的諸条件に応じて適正に利用及び管理を行
う責務を有することを明確化したところ。【国土交通省】

住宅・都市／官民連携

９．デジタル等新技術の活用による
国土強靱化について、国土強靱
化としては、より豊かな地域づくり、
より人員を増やしていくための政
策につなげていく必要がある。地
方が主体となって活動できる要素
を盛り込むべき。

現行の基本計画第１章国土強靱化の基本的考え方において、特に配慮すべき事項とし
て、「企業・団体のほか、地域住民、コミュニティ、NPO などの各主体が実施する自助・共助

の取組が効果的で持続的なものとなるよう、実践的な訓練・教育、リスクの見える化の取
組、平時からのコミュニティの活力維持（コミュニティのレジリエンス）等への支援を行う」こ
とを明記しているところ。また、地域の課題をデジタルで解決するといった「デジタル田園都
市国家構想」の取組は国土強靱化にもつながるため、施策面でも相互に連携することが
必要であるところ。【内閣官房】
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１．第68回懇談会でいただいた主なご意見について
（１）主なご意見に対する現状

意見概要 現 状

住宅・都市／老朽化対策

１０．避難所となる小中学校は災害
対応時の拠点としても重要だが、
近年は少子化による統廃合で機
能しなくなってきているところが多
い。校舎等の環境改善だけでは
なく、学校そのものの維持、地域
の災害対応の拠点として活用す
ることも検討が必要ではないか。

現在、公立学校の約9割が避難所に指定されているところであり、国土強靱化施策の中
で、避難所となる学校施設の防災機能の強化等を一層推進するよう取り組んでいる。

また、廃校となった施設は自治体の普通財産となり、各自治体の判断により活用が進め
られているが、避難所や備蓄倉庫等としての活用事例もあるところ。文部科学省では、廃
校施設の有効活用に向けて、廃校情報や活用事例のホームページ掲載等に取り組んで
いるところ。【文部科学省】

中山間地域等において生活サービス機能等を担う「小さな拠点」の形成にあたっては、
拠点施設として廃校が活用される場合や、拠点施設が防災機能を具備している場合もあ
るところであり、引き続き関係省庁の連携により「小さな拠点」の形成を推進することとして
いるところ。【内閣府】

１１．地方創生の観点として、基本計
画に文化の継承を絡める可能性
があるのではないか。

魅力ある地方を創生し、地方の活力を引き出すため、地域の宝である文化財の保存・活
用が重要。このため、「国土強靱化基本計画」及び「防災・減災、国土強靱化のための５か
年加速化対策」に文化財の防災対策等を位置付け、地域の魅力ある文化財を安全に活
用するための取り組みを計画的に推進しているところ。

「デジタル田園都市国家構想基本方針」（令和４年６月７日閣議決定）においても、「文化
によるまちづくり」を推進するため、文化財の適正な周期による修理や防災・防犯対策等
の取組を計画的に行うこととしているところ。【文化庁】
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16（出典）文化庁提供資料

文化財の防災対策・耐震対策等の取組について



１．第68回懇談会でいただいた主なご意見について
（１）主なご意見に対する現状

意見概要 現 状

エネルギー

１２．石油に比べるとＬＮＧの備蓄量
が少ない。エネルギーの大きな課
題。

LNGの供給源を多角化するなど、安定供給確保に向けた取組を行ってきたことに加えて、

原燃料途絶等により需給ひっ迫が顕在化した際の業界を超えた原燃料融通の枠組みの
構築や戦略的に事業者が余剰在庫を持つことへの支援の検討を行っていくところ。【資源
エネルギー庁】

１３．再生可能エネルギーを含めた
送配電網の構築について、従来
の上流側に位置する発電所から
の供給の観点だけでなく、各所の
再生可能エネルギーからの売電
供給も踏まえた、送配電網の再構
築が必要。

再生可能エネルギーのような分散型電源の活用に向けて、全国大での再エネ特別措置
法に基づく導入支援や、系統整備、蓄電池の導入支援等を実施することでその普及を
図っているところ。【資源エネルギー庁】
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１．第68回懇談会でいただいた主なご意見について
（１）主なご意見に対する現状

意見概要 現 状

農林水産

１４．気候変動の適応について、農林
水産業の分野では、気温上昇や
様々な状況に応じて作物を変える
ことが実際に行われているが、水
利用を含めて地域のルールが変
わることに伴い、災害対応の仕方
を変えていく必要があると考えて
いる。気候変動への適応策として、
新しい取組をする際の地域の調
和を図るソフト対策について言及
すべき。

令和３年５月に策定した「みどりの食料システム戦略」を踏まえ同年10月に改定した「農

林水産省気候変動適応計画」に基づき、気候変動に適応する品種の開発・普及等を推進
している。

また、地域の調和を図るソフト対策として、以下の取組を実施したところ。【農林水産省】
・ 令和元年度から３年度にかけて、地方公共団体、農林漁業者、関係団体等が、地域

における気候変動や適応策に関して理解を深め、気候変動による被害、気候変動がも
たらす機会、適応策の具体的アイデア等について検討し、適応策を実践するメリットを
共有するため、「地域における気候変動適応実践セミナー」を開催

・ 適応策の計画策定、導入等に係るステークホルダーの合意形成をサポートするため、
地域ごとの気候予測、主要な農林水産物の影響評価、適応策、熱帯果樹等の情報を
収集・整理したウェブ検索ツールサイトを公開

・ 各地域内の地方公共団体・地域気候変動適応センタ－・国の地方行政機関・研究機
関等で構成される気候変動適応広域協議会に参画し、地域レベルの気候変動や適応
策に関する情報共有や連携強化等を推進

・ 将来予測される気温の上昇、融雪流出量の減少等や、集中豪雨の増加等の影響を
踏まえ、ハード・ソフト対策を適切に組み合わせ、効率的な農業用水の確保・利活用等
を進め、農村地域の防災・減災機能の維持・向上を推進
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１．第68回懇談会でいただいた主なご意見について
（１）主なご意見に対する現状

意見概要 現 状

農林水産／リスクコミュニケーション

１５．明治用水の問題は異なる省庁
が絡み、農業用水が止まったこと
により、発電や工業用水全てに影
響してしまった。インフラ全体の相
互依存が大きな課題として浮き彫
りになった。

土地改良施設については、「土地改良施設管理者のための業務継続計画（BCP）策定マ
ニュアル」を作成してBCP策定を推進しており、本マニュアルを通じて、関係行政機関、共

同事業者、民間企業、地域関係者等関係者と相互に連携を図りながら体制を構築するこ
と、及び、上水・工水等と施設を共有している場合の住民生活の影響の大きさを勘案した
非常時対策を検討することについても推進しているところ。

また、明治用水頭首工における漏水事故を受け、同様の漏水事故を防止する観点から、
全国の国営造成施設の頭首工379箇所について緊急点検を実施し、管理者である土地改
良区等に対して、BCPの策定についても改めて周知するとともに、関係機関との連携や非
常時の用水供給対策について検討するよう周知した。

なお、現在、明治用水頭首工復旧対策検討委員会において、漏水事故発生メカニズムと
原因について検討が進められており、今後、明治用水頭首工の漏水事故からの知見を踏
まえ、全国にある類似の頭首工を対象に調査を行うことを検討しているところ。【農林水産
省】
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22（出典）農林水産省公表資料

プレスリリース

国営土地改良事業により造成された頭首工の緊急点検の結果について

令和4年5月27日
農林水産省

農林水産省は、愛知県豊田市の明治用水頭首工で発生した漏水事故を受けて、全国の国営造成施設の頭首工の緊急点検を実施
し、その結果（令和4年5月26日時点）を取りまとめました。

1．調査概要

明治用水頭首工で漏水事故が発生したことを受け、同様の漏水事故を防止する観点から、全国の国営土地改良事業により造成
された頭首工について、「取水位の低下」、「取水量の低下」、「堰下流からの貯留水の湧出」及び「堰本体からの漏水」の項目等の
緊急点検を実施しました。

(1)調査期間：令和4年5月20日（金曜日）～26日（木曜日）

(2)対象施設：国営造成施設の頭首工379か所
（なお、明治用水頭首工及び福島県の帰還困難区域内の頭首工の計2か所を除く。）

2．調査結果の概要

378か所（別紙1）について、「取水位の低下」、「取水量の低下」、「堰下流からの貯留水の湧出」及び「堰本体からの漏水」は確認さ
れませんでした（※1か所は、倒木により進入路が閉鎖されていたため、今後再調査の予定）。

3．参考

独立行政法人水資源機構が所管する頭首工のうち、農林水産大臣が主務大臣の12施設（別紙2）について、同様の点検を実施し、
「取水位の低下」、「取水量の低下」、「堰下流からの貯留水の湧出」、「堰本体からの漏水」は確認されませんでした。

添付資料
別紙1(PDF : 175KB)（国営土地改良事業により造成された頭首工の緊急点検結果）
別紙2(PDF : 53KB)（水資源機構営事業により造成された頭首工の緊急点検結果）
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意見概要 現 状

農林水産／官民連携

１６．官民連携の促進等について、農
林水産業では、民間の取組といっ
ても土地改良区のように公共性
の高い組織が支えている。この土
地改良区は、地域力が下がって
農業自身が厳しい状況のため財
政的にも厳しく、また、高齢化によ
る担い手不足が課題となっている。
維持管理をきちんとすることはレ
ジリエンス向上につながることか
ら、これらの課題に対してどのよう
に強化し、取り組んでいくかの議
論が必要。

公共・公益性の高い基幹的な農業水利施設を対象に、基幹水利施設管理事業及び水利
施設管理強化事業により、維持管理費に対する一定割合の支援を行っている。

令和４年度には、流域治水に取り組む施設を補助対象に追加する等の制度拡充を図っ
たところであり、維持管理費に対する財政的な支援の充実を検討してまいりたい。

また、本年の土地改良法改正により、土地改良事業団体連合会が、土地改良区等が行
う土地改良事業の工事を受託できるようにしたところ（令和4年4月施行）。【農林水産省】
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意見概要 現 状

国土保全

１７．河道掘削により大きな効果が
あったとのことだが、河川法に規
定されている環境保全の観点が
漏れていないか心配。環境を担
保しながら河道掘削を進められて
いるのか調査が必要ではないか。

河川整備計画で定めている河道掘削の範囲については、河川工学のみならず、環境に
関する学識経験を有する者の意見も聴いたうえで設定している。

さらに、河道掘削を行う際は、河川水辺の国勢調査等をもとに作成した「河川環境情報
図」等から当該箇所の動植物の生息・生育状況を確認し、環境への配慮に努めてきている
ところ。

また、再度災害防止対策として、大規模に河道掘削を行う場合には、多自然川づくりのア
ドバイザーから助言をいただいている。【国土交通省】

１８．防災対策の一つとしての遊水
地がどのくらい確保できたのか、
また今後どのくらい確保していく
予定か、人が住んでいる堤内側
の土地を有効活用した対策の方
針について。

国管理河川の遊水地については、完成15か所、事業中15か所となっており、地役権を設

定した遊水地では営農が継続され、用地買収した遊水地では公園や採草地などとして活
用されているところ。

整備にあたっては、地域の意向や、土地利用状況、自然環境特性を踏まえ、土地利用を
検討していく。【国土交通省】
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意見概要 現 状

国土保全／人材育成

１９．就職時にインフラ分野に興味を
持ってくれる人が少ないと感じる。
インフラを支える人材がしっかりと
評価され、モチベーションを上げ
られる取組を進めるべき。

建設業の人材が不足することにより道路啓開等の復旧・復興が大幅に遅れる事態を回
避するために、技能労働者の処遇改善等の担い手確保・育成に関する施策を引き続き推
進しているところ。【国土交通省】

国土保全／官民連携

２０．事前放流の空振りについて、放
流したが予想より降雨が少なく貯
水量が元に戻らなかったという問
題・事例はなかったか。成功事例
だけでなく技術として発展させる
ためにも事前放流がどの程度効
果がでているのか。

多目的ダムにおいては、事前放流により洪水調節のための容量を大きく確保することに
より、ダムが満杯になることを減らす、または遅らせる効果がある。

しかし、事前放流は、降雨予測に基づき実施するものなので不確実性を含んでいる。そ
のため、降雨が事前に予測されず事前放流を実施できない、いわゆる「見逃し」がないよう、
降雨予測の精度向上に努めているところ。

また、事前放流を実施したものの予測が外れて水位が回復しない、いわゆる「空振り」の
可能性があるため、国土交通省では、令和３年度までに、空振りにより水位が回復しない
場合の損失補填制度を創設・拡充してきたが、水位が回復しないことにより損失補填を求
められた事例はない。【国土交通省】
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意見概要 現 状

土地利用（国土利用）

２１．政府の南海トラフ地震の発生確
率予測からして、西日本が発災し
た後の個別の計画だけではなく、
国土全体としての計画を考える時
期にきている。

人口減少・少子高齢化をはじめ、巨大災害や気候変動のリスクの高まりなどの課題に対
応する新たな国土形成計画の検討を進めており、来年夏頃の閣議決定を目指していると
ころ。【国土交通省】

２２．復興については、時代を先取り
して、新しい環境に適応できる枠
組みが柱になる。

自治体が被災後に早期かつ的確に市街地復興計画を策定できるよう、復興事前準備の
取組を推進するため、平成30年7月に「復興まちづくりのための事前準備ガイドライン」を

策定し、発災後に目指すべき復興まちづくりの目標の事前検討など自治体による取組を
促進。また、令和2年6月には復興事業等の経験を有する自治体職員が他自治体に対して

ノウハウを伝える「復旧・復興まちづくりサポーター制度」の運用を開始するなど、自治体
に対する普及啓発・技術的な支援を実施しているところ。【国土交通省】

リスクコミュニケーション

２３．SDGsとの協調について、Ｄ＆Ｉを
達成するためには、公平性の観
点も不可欠と認識されている。国
連や世界は、ＤＥＩ (Diversity,
Equity,Inclusion)が定着してきてい
る。これから議論が必要。

現行の基本計画第１章国土強靱化の基本的考え方において、国土強靱化を推進する上
での基本的な方針として、「女性、高齢者、子供、障害者、外国人等に十分配慮して施策
を講じる」ことを明記しているところ。国土強靱化施策の推進に当たっては、SDGｓで定めた

社会課題との接点も多々あり、多様な人々がお互いを認め、一体感を持って取り組む必
要があるところ。【内閣官房】
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